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基本計画策定の経過 

年 度 月 日 協議会・内容など 

平成２８年度 ６月１６日 第１回下野市総合教育会議 

・諮問案決定 

７月 １日 第１回南河内中学校区小中一貫教育推進協議会 

・市からの諮問 

８月２２日 第２回南河内中学校区小中一貫教育推進協議会 

・各小中学校の現状（施設見学、施設・学力等） 

・小中一貫教育の成果 

１０月１１日 第３回南河内中学校区小中一貫教育推進協議会 

・現状、課題の確認 

・委員からの提案 

１１月１５日 第４回南河内中学校区小中一貫教育推進協議会 

・義務教育学校の特徴とメリット、デメリット 

・先進地の小中一貫教育の成果 

・市としての方向性 

１２月 ９日 地域・保護者説明会（会場：吉田東小学校） 

１２月１２日 地域・保護者説明会（会場：南河内中学校） 

１２月１３日 地域・保護者説明会（会場：薬師寺小学校） 

１２月１９日 地域・保護者説明会（会場：吉田西小学校） 

１月２４日 第５回南河内中学校区小中一貫教育推進協議会 

・第一次提言書（素案） 

２月１４日 第６回南河内中学校区小中一貫教育推進協議会 

・第一次提言書の決定 

２月２４日 第２回下野市総合教育会議 

・諮問に対する提言（第一次提言） 

平成２９年度 ４月１５日 地域説明会（南河内地区子ども育成会連絡協議会総会） 

６月２７日 第１回南河内中学校区小中一貫教育推進協議会 

・南河内中学校区義務教育学校基本構想（素案） 

７月２４日 第２回南河内中学校区小中一貫教育推進協議会 

・南河内中学校区義務教育学校基本構想（案） 

８月１７日 第１回下野市総合教育会議 

・諮問に対する提言（第二次提言） 

１０月 ４日 第１回プロポーザル選定委員会（基本計画策定業務） 

・仕様、選定基準 

１１月１４日 第２回プロポーザル選定委員会（基本計画策定業務） 

・事業者特定 

１１月２５日 地域・保護者説明会（会場：南河内中学校） 

３月１９日 第３回南河内中学校区小中一貫教育推進協議会 

・南河内中学校区義務教育学校整備基本計画（素案） 

平成３０年度 ４月１８日 保護者説明会（薬師寺小学校ＰＴＡ総会） 

４月２５日 保護者説明会（吉田東小学校ＰＴＡ総会） 

４月２６日 第１回南河内中学校区小中一貫教育推進協議会 

・南河内中学校区義務教育学校整備基本計画（案） 

４月２７日 保護者説明会（吉田西小学校ＰＴＡ総会） 

５月 ２日 保護者説明会（南河内中学校ＰＴＡ総会） 

５月１８日 第１回下野市総合教育会議 

・諮問に対する提言（第三次提言） 
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平成２８年７月１日平成２８年７月１日平成２８年７月１日平成２８年７月１日 

 

南河内中学校区小中一貫教育推進協議会会長南河内中学校区小中一貫教育推進協議会会長南河内中学校区小中一貫教育推進協議会会長南河内中学校区小中一貫教育推進協議会会長    様様様様 

 

                                                下野市長下野市長下野市長下野市長    広瀬広瀬広瀬広瀬    寿雄寿雄寿雄寿雄             

 

 

 

    南河内中学校区小中一貫教育推進協議会設置要綱（平成２７年下野市教育委員会告示第南河内中学校区小中一貫教育推進協議会設置要綱（平成２７年下野市教育委員会告示第南河内中学校区小中一貫教育推進協議会設置要綱（平成２７年下野市教育委員会告示第南河内中学校区小中一貫教育推進協議会設置要綱（平成２７年下野市教育委員会告示第

30303030 号）第号）第号）第号）第 2222 条の規定に基づき、次の事項について検討のうえ、提言いただきたく、別紙理条の規定に基づき、次の事項について検討のうえ、提言いただきたく、別紙理条の規定に基づき、次の事項について検討のうえ、提言いただきたく、別紙理条の規定に基づき、次の事項について検討のうえ、提言いただきたく、別紙理

由書を添えて諮問いたします。由書を添えて諮問いたします。由書を添えて諮問いたします。由書を添えて諮問いたします。 

 

 

 

    （諮（諮（諮（諮    問問問問    事事事事    項）項）項）項） 

 

１１１１    義務教育学校導入の効果等の検証義務教育学校導入の効果等の検証義務教育学校導入の効果等の検証義務教育学校導入の効果等の検証 

２２２２    望ましい学校配置・教育の在り方について望ましい学校配置・教育の在り方について望ましい学校配置・教育の在り方について望ましい学校配置・教育の在り方について 
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 諮諮諮諮    問問問問    理理理理    由由由由 

 

現在、学校現場においては、いじめや暴力行為等の問題行動への対応や、中学校進学

時に教科担任制になること（中一ギャップ）、学習内容の高度化についていけない生徒の

学力不振、新たな人間関係への不安等による不登校の増加など、様々な教育課題が顕著と

なっております。 

これらの課題に加え、下野市においては、現在、児童数が８０人以下の小規模校が４

校あり、これらの小学校では、児童数や教職員数が少ないことによる人間関係の固定化

や学習活動の制限など、児童が豊かな社会性を育む上での妨げとなっております。 

このような中、「中央教育審議会答申」において、柔軟で効果的な教育が可能となる

制度の一つとして、「小中一貫教育」が提言され、平成 27 年 6 月には、小・中学

校９年間の義務教育を一貫して行う「義務教育学校」が制度化されました。 

今般の国の教育改革を見据え、前述した教育課題の解消と、さらなる教育環境の充実

を図るため、本市において、この新しい教育システム（義務教育学校）を導入することの

教育効果等を検証いただき、その上で、「下野市学校適正配置基本計画」（平成 25 年 11

月策定）に基づき、南河内中学校区における望ましい学校配置と教育の在り方（具体的構

想等）について提言願います。 
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                                                            第一次提言第一次提言第一次提言第一次提言            
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平成２９年２月２４日平成２９年２月２４日平成２９年２月２４日平成２９年２月２４日     

 

    

下野市長下野市長下野市長下野市長    広瀬広瀬広瀬広瀬    寿雄寿雄寿雄寿雄    様様様様 

 

南河内中学校区小中一貫教育推進協議会南河内中学校区小中一貫教育推進協議会南河内中学校区小中一貫教育推進協議会南河内中学校区小中一貫教育推進協議会     

会会会会    長長長長    石嶋石嶋石嶋石嶋    和夫和夫和夫和夫     

 

 

 

南河内中学校区小中一貫教育推進協議会への諮問に対する提言について南河内中学校区小中一貫教育推進協議会への諮問に対する提言について南河内中学校区小中一貫教育推進協議会への諮問に対する提言について南河内中学校区小中一貫教育推進協議会への諮問に対する提言について 

（第一次提言）（第一次提言）（第一次提言）（第一次提言）         

 

 

 

    平成２８年７月１日に平成２８年７月１日に平成２８年７月１日に平成２８年７月１日に南河内中学校区小中一貫教育推進協議会設置要綱（平成２７年下南河内中学校区小中一貫教育推進協議会設置要綱（平成２７年下南河内中学校区小中一貫教育推進協議会設置要綱（平成２７年下南河内中学校区小中一貫教育推進協議会設置要綱（平成２７年下

野市教育委員会告示第野市教育委員会告示第野市教育委員会告示第野市教育委員会告示第 30303030 号）第号）第号）第号）第 2222 条の規定に基づき、条の規定に基づき、条の規定に基づき、条の規定に基づき、諮問のありました事項について審諮問のありました事項について審諮問のありました事項について審諮問のありました事項について審

議した結果、別紙のとおり提言いたします。議した結果、別紙のとおり提言いたします。議した結果、別紙のとおり提言いたします。議した結果、別紙のとおり提言いたします。 
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南河内中学校区小中一貫教育推進における提言（第一次提言）南河内中学校区小中一貫教育推進における提言（第一次提言）南河内中学校区小中一貫教育推進における提言（第一次提言）南河内中学校区小中一貫教育推進における提言（第一次提言） 

 

 本市では、平成２５年１１月、小中学校のより良い教育環境の充実を図るため、

「下野市学校適正配置基本計画」を策定し、学校現場における課題とその解決に向け

た考え方や取組を示しました。この計画において、南河内中学校区は『将来的に小中

一貫教育の推進を図る学校区』として位置づけられ、中学校区単位での学校のあり方

や教育環境について、教育振興に関する協議会を設置し、検討を進めていくこととし

ました。 

これらを踏まえ、本年度、南河内中学校区における小中一貫教育を推進するための

南河内中学校区小中一貫教育推進協議会が設置されました。本協議会では、平成２８

年７月１日、下野市長からの南河内中学校区における小中一貫教育推進の諮問を受

け、これまで６回の協議会を開催し、その中で各小中学校の現状と課題や地域・保護

者説明会の意見等を踏まえ、本中学校区におけるより良い教育環境の充実に向け、慎

重に審議を重ねてまいりました。 

 この度、南河内中学校区における新たな教育環境づくりの第一歩として、次のとお

り提言（第一次提言）いたします。 

今回の提言後も、引き続き本協議会を開催し、新たな教育システムや教育の在り

方、また、義務教育学校開設に向けての具体的な構想について審議を進めることと

し、段階的に提言を行っていくことといたします。 

 

 

 提言１      南河内中学校区に義務教育学校を導入する南河内中学校区に義務教育学校を導入する南河内中学校区に義務教育学校を導入する南河内中学校区に義務教育学校を導入する 

 

南河内中学校区小中学校の学力の一端を全国学力・学習状況調査の結果から考察

すると、国語、算数・数学、いずれの教科においても伸び悩んでいる状況であり、

学習状況の大きな改善が必要と考えます。 

 また、少人数の学年集団であるために、人間関係が固定化し切磋琢磨する場面が

少ない状況であり、｢学びに向かう力｣や｢自ら学ぶ力｣が低い傾向にあります。 

これらの状況を改善するためには、集団の中での「学び合い」、「育ち合い」が

有効であり、他者の様々な意見や考えに気づき、「なぜそうなのか？」「どうして

そうなるのか？」といった探究的な学びの繰り返しが有効と言えます。そのために

は、適正規模の集団の中で学習できる環境が必要であります。その環境は子どもた

ちが切磋琢磨できる環境でもあり、児童生徒一人一人の学力に応じた学びを確保

し、相乗効果により全ての児童生徒の学力向上につながるものと考えます。 

 さらに、児童生徒の心身の発達の早期化や中学進学時の中一ギャップ等への対応

についても、義務教育９年間の一貫した教育活動の中で、学年段階の区切りを工夫

することや早くから教科担任制を導入することなどにより効果が期待できると考え

ます。 

以上のことから、適正な人数の集団を確保し、一つの教育目標による９年間の一

貫した学びが実現できる義務教育学校の導入は、南河内中学校区に適していると考

えます。 
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 提言２      義務教育学校は施設一体型とする義務教育学校は施設一体型とする義務教育学校は施設一体型とする義務教育学校は施設一体型とする 

 

  南河内中学校区において、固定化された人間関係を改善することが難しい現状が

あり、「挑戦する姿勢」や「自己表現力」の伸長が望まれます。また、小学校での

学習のつまずきが、教科担任制となる中学校での学習に大きく影響していると考え

られます。 

  これらを改善するためには、１～９年生担当の教職員が同一校内にいることによ

り、学習のつまずきに対して、前学年までの既習内容に戻ってその確実な定着を図

るなどの補充的な学習を効果的に行うことができるとともに、発展的な学習を望む

児童生徒に対しても、適切な指導や支援が可能となる施設一体型の義務教育学校が

大変有効であり、児童生徒一人一人の学力の向上につなげることができると考えま

す。 

  さらに、１～９年生が同じ施設内で生活することで、異年齢集団での交流が盛ん

になり、学年を越えた児童生徒の様々な関わりの中で、自己有用感や自己肯定感が

増し、何事にも自信をもって取り組むことができるようになると考えます。 

 

 提言３      施設は現南河内中学校の敷地内に設置する施設は現南河内中学校の敷地内に設置する施設は現南河内中学校の敷地内に設置する施設は現南河内中学校の敷地内に設置する 

 

現在、３つの小学校の卒業生のほとんどが南河内中学校に進学しており、南河内

中学校の敷地内に設置する義務教育学校に通学することについては、距離の面でも

児童生徒の気持ちの面でも抵抗が少ないと判断します。 

また、南河内中学校の校舎は、平成元～２年に建設された建物で、築２６年程度

と比較的新しく、且つ平成２９年度から大規模改修が予定されております。 

一方３つの小学校は、昭和４１～４４年に建設された建物であり、築４７～ 

 ５０年が経過している状況であります。 

これらの建物は、公共施設の耐用年数５０年を迎えることから、新設される義務

教育学校は、現南河内中学校の校舎・敷地を活用し、不足する教室等については校

舎を新築し対応することが有効と考えます。 

 

  



64 
 

    

    

    

    

    

    

                                                        第二次提言第二次提言第二次提言第二次提言            
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平成２９年８月１７日平成２９年８月１７日平成２９年８月１７日平成２９年８月１７日     

 

下野市長下野市長下野市長下野市長    広瀬広瀬広瀬広瀬    寿雄寿雄寿雄寿雄    様様様様 

 

南河内中学校区小中一貫教育推進協議会南河内中学校区小中一貫教育推進協議会南河内中学校区小中一貫教育推進協議会南河内中学校区小中一貫教育推進協議会     

会会会会    長長長長    石嶋石嶋石嶋石嶋    和夫和夫和夫和夫     

 

 

 

南河内中学校区小中一貫教育推進協議会への諮問に対する提言について南河内中学校区小中一貫教育推進協議会への諮問に対する提言について南河内中学校区小中一貫教育推進協議会への諮問に対する提言について南河内中学校区小中一貫教育推進協議会への諮問に対する提言について 

（第二次提言）（第二次提言）（第二次提言）（第二次提言）         

 

 

 

    平成２８年７月１日に平成２８年７月１日に平成２８年７月１日に平成２８年７月１日に南河内中学校区小中一貫教育推進協議会設置要綱（平成２７年下南河内中学校区小中一貫教育推進協議会設置要綱（平成２７年下南河内中学校区小中一貫教育推進協議会設置要綱（平成２７年下南河内中学校区小中一貫教育推進協議会設置要綱（平成２７年下

野市教育委員会告示第野市教育委員会告示第野市教育委員会告示第野市教育委員会告示第 30303030 号）第号）第号）第号）第 2222 条の規定に基づき、条の規定に基づき、条の規定に基づき、条の規定に基づき、諮問のありました事項について審諮問のありました事項について審諮問のありました事項について審諮問のありました事項について審

議した結果、別紙のとおり議した結果、別紙のとおり議した結果、別紙のとおり議した結果、別紙のとおり「下野市南河内中学校「下野市南河内中学校「下野市南河内中学校「下野市南河内中学校区区区区義務教育学校基本構想義務教育学校基本構想義務教育学校基本構想義務教育学校基本構想（案）（案）（案）（案）」」」」

としてとしてとしてとして提言いたします。提言いたします。提言いたします。提言いたします。 
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平成３０年５月１８日平成３０年５月１８日平成３０年５月１８日平成３０年５月１８日    

 

下野市長下野市長下野市長下野市長    広瀬広瀬広瀬広瀬    寿雄寿雄寿雄寿雄    様様様様 

 

南河内中学校区小中一貫教育推進協議会南河内中学校区小中一貫教育推進協議会南河内中学校区小中一貫教育推進協議会南河内中学校区小中一貫教育推進協議会     

会会会会    長長長長    石嶋石嶋石嶋石嶋    和夫和夫和夫和夫     

 

 

 

南河内中学校区小中一貫教育推進協議会への諮問に対する提言について南河内中学校区小中一貫教育推進協議会への諮問に対する提言について南河内中学校区小中一貫教育推進協議会への諮問に対する提言について南河内中学校区小中一貫教育推進協議会への諮問に対する提言について 

（第三次提言）（第三次提言）（第三次提言）（第三次提言）         

 

 

 

    平成２８年７月１日に平成２８年７月１日に平成２８年７月１日に平成２８年７月１日に南河内中学校区小中一貫教育推進協議会設置要綱（平成２７年下南河内中学校区小中一貫教育推進協議会設置要綱（平成２７年下南河内中学校区小中一貫教育推進協議会設置要綱（平成２７年下南河内中学校区小中一貫教育推進協議会設置要綱（平成２７年下

野市教育委員会告示第野市教育委員会告示第野市教育委員会告示第野市教育委員会告示第 30303030 号）第号）第号）第号）第 2222 条の規定に基づき、条の規定に基づき、条の規定に基づき、条の規定に基づき、諮問のありました事項について審諮問のありました事項について審諮問のありました事項について審諮問のありました事項について審

議した結果、別紙のとおり議した結果、別紙のとおり議した結果、別紙のとおり議した結果、別紙のとおり「下野市南河内中学校区義務教育学校整備基本計画「下野市南河内中学校区義務教育学校整備基本計画「下野市南河内中学校区義務教育学校整備基本計画「下野市南河内中学校区義務教育学校整備基本計画

（案）」として（案）」として（案）」として（案）」として提言いたします。提言いたします。提言いたします。提言いたします。 
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南河内中学校区小中一貫教育推進協議会名簿 

（平成２８年度） 

№ 区 分 氏   名 備     考 

1 委 員 日下田 英彦 南河内中学校長 

2 委 員 鈴木 一恵 薬師寺小学校長 

3 委 員 白石 恵子 吉田東小学校長 

4 委 員 中澤 清八 吉田西小学校長 

5 委 員 永吉 馨子 南河内中学校ＰＴＡ会長 

6 委 員 飯野 文夫 薬師寺小学校ＰＴＡ会長 

7 委 員 海老原 徹 吉田東小学校ＰＴＡ会長 

8 委 員 齋藤 仁志 吉田西小学校ＰＴＡ会長 

9 委 員 内木 秀雄 薬師寺幼稚園園長 

10 委 員 松本 賢一 下野市議会議員 

11 委 員 秋山 幸男 下野市議会議員 

12 委 員 大島 昌弘 下野市議会議員 

13 委 員 百武  亘 下野市自治会連絡協議会代表 

14 会  長 石嶋 和夫 宇都宮大学教育学部特任准教授 

15 副会長 根本 典夫 学識経験者 

 事務局（平成２８年度） 

№ 職 名 氏  名 

1 教 育 次 長 野澤  等 

2 教 育 総 務 課 長 坪山  仁 

3 教育総務課長補佐 伊澤 仁一 

4 学 校 教 育 課 長 海老原 忠 

5 学校教育課主幹 田澤 孝一 

6 学校教育課主幹 西松 治彦 
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南河内中学校区小中一貫教育推進協議会名簿 

（平成２９年度） 

№ 区 分 氏   名 備     考 

1 委 員 日下田 英彦 南河内中学校長 

2 委 員 鈴木 一恵 薬師寺小学校長 

3 委 員 白石 恵子 吉田東小学校長 

4 委 員 宮川 長一 吉田西小学校長  

5 委 員 髙山 信夫 南河内中学校ＰＴＡ会長  

6 委 員 髙山 幸雄 薬師寺小学校ＰＴＡ会長 

7 委 員 海老原 徹 吉田東小学校ＰＴＡ監事 

8 委 員 齋藤 仁志 吉田西小学校ＰＴＡ副会長 

9 委 員 内木 秀雄 薬師寺幼稚園園長 

10 委 員 松本 賢一 下野市議会議員 

11 委 員 秋山 幸男 下野市議会議員 

12 委 員 大島 昌弘 下野市議会議員 

13 委 員 百武  亘 下野市自治会連絡協議会代表 

14 会  長 石嶋 和夫 宇都宮大学教育学部特任准教授 

15 副会長 根本 典夫 学識経験者 

事務局（平成２９年度） 

№ 職 名 氏  名 

1 教 育 次 長 坪山  仁 

2 教 育 総 務 課 長 小谷野雅美 

3 教育総務課長補佐 伊澤 仁一 

4 学 校 教 育 課 長 海老原 忠 

5 学校教育課長補佐 田澤 孝一 

6 学校教育課主幹 西松 治彦 
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南河内中学校区小中一貫教育推進協議会設置要綱 

平成２８年３月１７日 

教育委員会告示第３０号 

改正 平成２８年５月１９日教委告示第５号 

（設置） 

第１条 平成２５年１１月に策定した「下野市学校適正配置基本計画」に示された南

河内中学校区における小規模校の小中一貫教育（以下「小中一貫教育」という。）

を推進するため、南河内中学校区小中一貫教育推進協議会（以下「協議会」とい

う。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 協議会は、次の各号に掲げる事項について協議し、下野市総合教育会議に提

言するものとする。 

（１） 小中一貫教育の基本的な構想及び方針に関すること。 

（２） 小中一貫教育の教育課程に関すること。 

（３） 小中一貫教育の人的交流に関すること。 

（４） 小中一貫教育の推進体制に関すること。 

（５） その他小中一貫教育に関する必要な事項 

（平２８教委告示５・一部改正） 

（組織） 

第３条 協議会は、１５人以内の委員をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者の中から教育委員会が委嘱する。 

（１） 教育関係者 

（２） PTAの代表者 

（３） 地域の代表者 

（４） 学識経験を有する者 

（５） その他教育委員会が必要と認める者 

（任期） 

第４条 委員の任期は５年とする。ただし、委員がその選任資格を失ったときは、同

時に委員の職を失うものとする。 
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２ 委員が欠けた場合の補欠任期は、前任者の残任期間とする。 

（会長及び副会長） 

第５条 協議会に会長及び副会長を置く。 

２ 会長及び副会長は、委員の互選により定める。 

（職務） 

第６条 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。 

２ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときは又は欠けたときは、その職務を

代理する。 

（会議） 

第７条 協議会の会議（以下「会議」という。）は、会長が必要に応じて招集し、そ

の議長となる。 

２ 会議は、委員の過半数以上の出席がなければ開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するとこ

ろによる。 

４ 協議会は、特に必要があると認めたときは、会議に関係者の出席を求め、その意

見を聴くことができる。 

（庶務） 

第８条 協議会の庶務は、教育委員会事務局学校教育課において処理する。 

（委任） 

第９条 この告示に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が別

に定める。 

附 則 

この告示は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則（平成２８年５月１９日教委告示第５号） 

この告示は、平成２８年５月１９日から施行する。 
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